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福岡女子大学教職課程の自己点検・評価項目（2025 年度） 

大項目 レベル 中項目 観点 小項目（確認作業内容） 担当者 評価 

1 教育理念・学

修目標 

大学全体 
教員養成の理念及び当該理念を達成する

ための学修目標の策定状況 
具体的かつ明確な形で設定されているか。 

1-1 教育理念に変更はないか。 学部長 

研究科長 

教務 

A 

1-2 学修目標に変更はないか。 A 

大学全体 
教員養成の理念及び当該理念を達成する

ための PDCA サイクルの状況 

学生や採用権者の意見の考慮や、所在する都

道府県・政令指定都市教育委員会の策定する

教員育成指標との関係性の考慮が行われてい

るか。 

1-3 福岡県、福岡市、北九州市の教員採用候

補者選考試験の動向を把握しているか。 
教務 A 

一人一人の学生が教職課程での学修を通じて

得た自らの学びの成果（以下「学修成果」と

いう。）や、自己点検・評価の結果、社会情勢

や教育環境の変化等を踏まえた適切な見直し

が行われているか。 

1-4 教職課程を履修している一人一人の学生

の学修成果を 4 年次 4Q の教職実践演習時に

把握しているか。 

教職課程

担当教員 
A 

2 授業科目・教

育 課 程 の 編 成

実施 

大学全体 
教職課程の授業科目の実施に必要な施

設・設備の整備状況 

ICT（情報通信技術）環境（オンライン授業を

含む。）、模擬授業用の教室、関連する図書な

どが整備されているか。 

2-1 現在の整備状況に対する意見や要望を受

けて改善点はないか。 
教務 A 

学科等 
教育課程（カリキュラム）の充実・見直し

の状況 

学修成果や自己点検・評価の結果等を踏まえ

て充実が図られ、適切な見直しが行われてい

るか。 

2-2 学修成果を点検・評価した結果、教育課

程の充実・見直しが必要か。 

学科長 

研究科長 
A 

授業科目 
個々の授業科目の到達目標を達成するた

めの PDCA サイクルの状況 

法令、学習指導要領及び教職課程コアカリキ

ュラムへの対応が図られているか。 

2-3 法令等の改正等について、迅速かつ正確

に把握しているか。 
教務 A 

教員養成の理念及び当該理念を達成するため

の学修目標と授業科目との関係、授業科目の

目的と到達目標、内容と方法、授業計画、成

績評価基準、事前学修と事後学修の内容等が

明確に記載されているか。 

2-4 学修目標と授業科目との関係、授業科目

の目的と到達目標などがシラバスに記載され

ているか。 

学科長 

研究科長 

教職課程

担当教員 

B 

授業科目の到達目標に応じ、少人数のアクテ

ィブラーニングや ICT を活用した新たな手

法を導入し、「考える」「話す」「行動する」な

どの多様な学びをもたらす工夫が行われてい

るか。 

2-5 多様な学びをもたらす工夫がシラバスに

記載されているか。 

学科長 

研究科長 

教職課程

担当教員 

B 
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授業科目 教職実践演習及び教育実習等の実施状況 

教職課程において特に重要な役割を果たす教

職実践演習、教育実習（学校体験活動を含む。）

は、事前・事後指導を含め、大学の主体的な

関与のもとで適切に行われているか。 

2-6 授業科目等の実施と事務処理等の連携は

適切に行われているか。 
教務 A 

3 学修成 果の

把握・可視化 

大学全体 
成績評価に関する全学的な基準の策定・

公表の状況 

成績評価基準に基づく評語と授業科目ごとに

定められている到達目標の達成水準との関係

等が明らかにされているか。 

3-1 到達目標の達成水準により成績評価がな

されていることが周知されているか。 
教務 A 

教員養成の目標の達成状況を明らかにするた

めの確認指標が適切に設定されており、教職

実践演習に向けて「履修カルテ」を適切に活

用できているか。 

3-2 目標到達の確認指標を示して「履修カル

テ」を活用しているか。 

教職課程

担当教員 
A 

授業科目 成績評価の状況 

各授業科目の到達目標に照らしてできるだけ

定量的又は定性的に達成水準を明らかにし、

厳格に点数・評語に反映することができてい

るか。 

3-3 成績評価に関する疑義に対して適切に対

応することができているか。 
教務 A 

4 教職員組織 

大学全体 教員の配置状況 

教職課程認定基準（平成 13 年 7 月 19 日教員

養成部会決定）で定められた必要専任教員数

を充足しているか。 

4-1 専任教員に異動があったか。 教務 A 

大学全体 職員の配置状況 
教職課程を適切に実施するために事務組織を

設け、必要な職員数を配置できているか。 
4-2 配置された職員数で適切であるか。 教務 B 

大学全体 FD・SD の実施状況 

教科専門の授業科目の担当教員や実務家教員

も含め、教員養成の理念及び当該理念を達成

するための学修目標への理解をはじめ、教職

課程を担う教員として望ましい資質能力を身

に付けさせるための FD・SD が確実に実施さ

れているか、適切な内容が実施できているか、

実際に参加が確保できているか。 

4-3 確実かつ適切に FD・SD を実施している

か。 
教務 A 

5 情報公表 大学全体 法令に定められた情報公表の状況 

学校教育法施行規則第 172 条の 2 の関連部分

及び教育職員免許法施行規則第 22 条の 6 に

定められた情報公表が学外者にもわかりやす

く適切に行われているか。 

5-1 わかりやすく適切な情報公表が行われて

いるか。 
教務 A 
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大学全体 学修成果に関する情報公表の状況 

必要な資質能力を備えた学生を大学が育成で

きているかを、エビデンスとともに説明でき

るか。 

5-2 1 年次から 4 年次までの主要教職科目の

履修者数の推移を把握しているか。 
教務 A 

大学全体 
教職課程の自己点検・評価に関する情報

公表の状況 

根拠となる資料やデータを示しつつ、わかり

やすい自己点検・評価の結果を公表すること

ができているか。 

5-3 自己点検・評価の結果をわかりやすく

HP 上で公表しているか。 
教務 A 

6 教職指導（学

生の受け入れ・

学生支援） 

大学全体 
教職課程の履修を希望する学生に向けた

取組の状況 

教職課程に関する積極的な情報提供ができて

いるか。教員養成の理念に照らして適切に学

生を受け入れているか。 

6-1 入学時のオリエンテーションで情報提供

を行っているか。1 年次 4Q の「教職概論」で

履修案内を行っているか。 

教務 

教職課程

担当教員 

A 

大学全体 学生に対する指導の実施状況 

必要な体制や施設・設備を整えた上で、個々

の学生の教職に対する意欲を踏まえつつ、学

生に教職課程の履修に当たって学修意欲を喚

起するような履修指導を行っているか。 

6-2 教職課程を履修している学生からの各種

相談に適切に対応しているか。 

教務 

教職課程

担当教員 

A 

学生に教職への入職に関する情報を適切に提

供するなど、学生のニーズに応じたキャリア

支援体制が構築されているか。 

6-3 キャリア支援において学生のニーズに応

じた指導を行っているか。 

教務 

教職課程

担当教員 

A 

7 関係機関等

との連携 

大学全体 
教育委員会・各学校法人・教育実習校との

連携・交流の状況 

教員の採用を担う教育委員会や各学校法人と

適切に連携・交流を図り、教育課程や学生指

導の充実につなげることができているか。 

7-1 関係機関等との連携・交流において事務

担当職員と教職課程担当教員が協力して対応

しているか。 

教務 

教職課程

担当教員 

A 

教育実習を実施する学校と連携を図り、実習

の適切な実施につなげることができている

か。学校体験活動や学習指導員活動など、学

校現場で体験活動を行う機会を積極的に提供

できているか。 

7-2 教育実習校との連携に問題点はなかった

か。学生サポーターなどの案内について周知

しているか。 

教務 A 

大学全体 学外の多様な人材の活用状況 

学内外の諸機関との連携のもと、教育課程を

充実させるために学外の多様な人材をゲスト

スピーカー等として活用することができてい

るか。 

7-3 多様なゲストスピーカー等が登場するイ

ベント等への参加を促しているか。 
教務 A 

※ 評語については、Ａ、Ｂ、Ｃの３種類とし、Ａは「改善の必要無」、Ｂは「改善検討の必要有」、Ｃは「至急改善の必要有」を意味する。 

※ 評価がＢとＣの場合の「改善計画書」の様式については、別に定める。 

※ 小項目（確認作業内容）のうち、下線を付したものについては、それぞれに様式を定めて概要を記録しておくこととする。 

※ 担当者欄の「教務」は「教務企画センター」を意味する。 
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1-3 福岡県、福岡市、北九州市の教員採用候補者選考試験の動向を把握しているか 

福岡県教育委員会 福岡市教育委員会 北九州市教育委員会 

福岡県教育委員会は、2026 年度に実施する福岡県公立学校教

員採用候補者選考試験において、前年度からの改善事項とし

て以下の変更点を公表している。 

１ 小学校教員採用試験の対象拡大（養護教員志願者の小学

校教員の併願可、小学校教諭免許状を有していない者の名

簿登載期間を最大２年間延長） 

２ 特別支援学校教員採用試験の対象拡大（特別支援学校教

員に併願合格した特別支援学校教諭免許状を有していない

者の名簿登載期間を最大２年間延長） 

３ 大学３年生チャレンジ特別選考の要件緩和（大学からの

推薦要件を不要とし、個人による出願とする、ただし、第１

次試験に合格したら次年度も必ず受験する旨の誓約書を提

出） 

４ 高度専門職経験者特別選考の拡充（博士の学位を有する

本特別選考の高等学校教員の対象教科（科目）「理科（物理、

化学、生物）」、「工業」、「情報」に、「国語」と「英語」を追

加） 

５ 加点制度の拡充（高等学校教員志願者のうち、高等学校教

諭（情報）免許状所有者または情報処理技術者の資格を有す

る者の第１次試験の専門教科の得点加算） 

福岡市教育委員会は、2026 年度に実施する福岡市立学校教員

採用候補者選考試験において、前年度からの改善事項として

以下の変更点を公表している。 

１ SPI３（総合適性検査）の導入（選考区分「Ⅳ 社会人等」

の第１次試験をこれまでの専門試験と論文試験に替えて

SPI３の基礎能力検査で実施） 

 

北九州市教育委員会は、2026 年度に実施する北九州市立公立

学校教員採用候補者選考試験において、前年度からの改善事

項として以下の変更点を公表している。 

１ 志願書（電子申請）受付時の自己 PR の入力を導入 

２ 一定の英語力を有する者への優遇措置の資格取得日の要

件を変更（前年度の令和２年 4 月 1 日以降から、令和 4 年

4 月 1 日以降に取得したものに対象を変更） 
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1-4 教職課程を履修している一人一人の学生の学修成果と進路を（4Q の教職実践演習時に）把握しているか（中・高／栄養 人） 

履修者数（中・高／栄養） 学修成果の自己評価 学修成果を進路先で活かす期待 

25／6 成果があった 21／4 どちらでもない 0／0 成果がなかった 0／0 期待がある 20／3  どちらでもない 1／1  期待がない 0／0 

 

福岡女子大学教職課程の自己点検・評価項目 1-4 に関する調査 

対象者 

 国語 英語 理科 栄養 

中一種 4 16 4 
6 

高一種 5 16 4 

※理由については別紙に記載 

  

 

2-3 法令等の改正等について、迅速かつ正確に把握しているか 法令、学習指導要領及び教職課程コアカリキュラムへの対応 

法令、学習指導要領及びコアカリキュラムの改正等 それへの対応 

英語教員志望の学生等を対象とした英語資格・検定試験の特別受験制度について 制度について確認・検討 

 

4-3 確実かつ適切に FD・SD を実施しているか 

実施した FD・SD の概要 参加者数 

大学の「入学前」と「卒業後」から考える教職課程のあり方（講師：近藤圭太氏、今橋 希美氏（福岡県立香住丘高等学校の教諭）） 63 

 

5-2 1 年次から 4 年次までの主要教職科目の履修者数の推移を把握しているか 

1 年次（教職概論）の履修者数 2 年次（教育心理学）の履修者数 3 年次（教育原理）の履修者数 4 年次（教職実践演習）の履修者数 

51 27 21 33 
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改善計画書 

小項目番号 評価 改善を必要とする点 改善策 

2-4 B 
授業計画や事前・事後学習の記載が不十分なシラバスや、使用されているテ

キスト・参考書等が当該欄に記載されていない教職科目がある。 
シラバスの各欄において明確に不足なく記載する。 

2-5 B 

多様な学びをもたらす工夫がシラバスで確認できない教職専門科目がある。 
多様な学びをもたらす工夫についての検討を担当教員に依頼し、その工夫をシラバ

スに記載する。 

教職専門科目 5 科目、国語（中一種免・高一種免）11 科目、英語（中一種免・

高一種免）9 科目について、授業種類のアクティブ・ラーニング欄にチェック

されていない。但し、内容的に、アクティブ・ラーニングの特徴を伴っている

ため、形式的な改善点に過ぎない。 

すべての教職科目担当教員へアクティブ・ラーニングの解釈について周知すると共

に、チェック欄へのチェックを促す。 

多様な学びの工夫がシラバスで記載されているが、アクティブ・ラーニング

にチェックしていない。 

授業の特色の欄に、多様な学びを通して到達目標が達成されることがわかるように

記述することや、アクティブ・ラーニング要素を含むにチェックをすることを検討し

てもらう。（2026 年３月学科会議で共有済み） 

2026 年度シラバスで実施できているか、４月中に確認し、再度依頼する。 

専修の指定科目において、多様な学びの工夫はなされていることがシラバス

上確認できない科目もみられる。 

アクティブ・ラーニング要素を含むにチェックをすることを検討してもらう。2026

年４月中に依頼する。2027 年度シラバス作成時にも、依頼確認を行う。 

4-2 B 
専門性が高い業務に従事するため、兼務ではなく、専従にすべきである。 

また、担当を 1 名ではなく複数名置くべきである。 

兼務になった経緯及び理由を検証し、専従への可能性を拓くとともに、担当職員の増

員を要請する。 

※ 改善計画書は、評価が B と C の小項目について作成する。Ｂは「改善検討の必要有」、Ｃは「至急改善の必要有」を意味する。 


